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【調査研究の概要】

 当センターは地方議員約140名で構成するグループで、2011年の発足当初から「福島原発震災被曝者援護法

（仮）」の制定を提言し、他団体と連携しながら活動を続けてきた。2012年6月、いわゆる「支援法」が成立

した後も、この法律の具体化・拡充に向けて他のグループと連携して提言や続けている。

 被災者支援策の策定・拡大強化に向けた現状と課題の把握、提言のため、以下のような活動を行なった。

①． チェルノブイリ事故後26年を経たウクライナを訪問、現地の行政担当者からの情報収集・意見交換など

も行ないながら実情を調査した。また、持ち帰り資料の邦訳を進めている。

②． 全国の自治体で取り組まれている被災者支援策の現状と問題点についても分析した。

【調査研究の経過】

2012 年 5 月：原子力資料情報室で原発被曝者援護法やウクライナ調査を報告（共同代表・佐藤和良）

Ustream で配信 （https://twitter.com/cnicjapan/status/204524897987330048）

2012 年 5 月：「原発事故被害者援護特別立法を求める緊急院内集会」（日弁連）で報告（共同代表・佐藤和良）、

同日各政党へ「原発事故の被災者の生活支援に関する法案」についての要請

2012 年 7 月：衆議院議員会館 ウクライナ訪問報告と解説

2012 年 11 月：「支援法」基本方針策定に向けて復興庁申し入れ

【今後の展望など】

・ウクライナ行政関係者からの聞き取りによって得られたさまざまな課題は、今後の事故被害者の支援にあたっ

て教訓とすべき点が多々あり、また、現在の国と自治体の支援策においても共通の問題点があることを認識して

いる。今後の施策拡充の議論に活かして行きたい。

・ウクライナ汚染地図の完全翻訳を公開するべく準備を進めている。
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